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Ⅰ　はじめに
　これまでの保健師活動に関する通知として、昭和53
年の「市町村における健康づくり実施体制の整備等に
ついて」公衆衛生局長通知及び「市町村の保健婦活動
について」公衆衛生局地域保健課長通知がだされ１）、
国保保健婦と市町村保健婦の身分が一本化された。こ
の中で保健婦は、地域の健康問題を明らかにし、住民
の健康の保持増進のために、重要な役割を担う者と
し、その活動は直接的な保健サービスの提供、自助グ
ループ等の育成、関係機関とのネットワークづくり等
とした。その後、平成５年７月に公衆衛生審議会総合
部において地域保健基本問題研究会「地域保健の基本
的な在り方について」の報告の中に、保健・医療・福
祉の連携の項があり、１）ケアコーディネーションの
機能は住民に身近な市町村を中心として担う事を基本
とする事、３）地域における保健・医療・福祉の各機
関のネットワークを図る事等がうたわれた２）。また、
平成６年に制定された地域保健法をうけて、母子保健
等住民により身近で利用頻度の高いサービスに関する
権限を都道府県から市町村に委譲し、市町村が対人保
健サービを行うことになった。そして介護保険法や健
康増進法の制定後の平成15年に「地域における保健師
の保健活動指針」（厚生労働省健康局総務課保健指導
官）が通知された３）。その保健師活動指針の一つに、
保健師が地域の健康課題を把握し対策を展開していく
上で、地域にある保健・医療・福祉・教育等の関係機
関や他職種との「連携及び調整」を図り、「協働す

る」ことが位置づけられている。
　市町村保健師活動における対人保健サービスの対象
は、妊産婦から乳幼児、成人、高齢者であり、健康課
題も、発達障がい児支援、児童虐待予防から、寝たき
り予防・認知症予防・うつ病予防、自殺予防等の対策
が問題となっている。これらの健康問題は、一専門職
だけでは対応できなくなっており、多機関および多職
種間連携により解決される課題である。
　特に子どもの健康問題は「学校保健法」が制定され
た昭和33年当時と比較すると、発達障がい児支援や虐
待予防支援、いじめ等問題が多様化し、より専門的な
視点での取り組みが求められるようになっている。こ
れらの解決を図るためには、健康に関する課題を単に
個人的な課題とするのではなく、学校、家庭、地域社
会が連携して社会全体で子どもの健康づくりに取り組
んでいくことが必要であるということを文部科学省も
提唱している４）。住民のニーズも「一貫したサービス
を受けたい」ということや「つなぎ目を意識せず連続
した保健サービスを受けたい」のように変化してい
る５）。
　連携とは、関係機関、関係職種が健康課題解決の目
的を共有し、解決のために役割を担い協働することで
ある。しかし、保健活動における実際の現場では縦割
り行政が根付いており、行政の窓口における「たらい
回し」の対応が問題として取り上げられている。保健
師の連携に関する先行文献においても、連携が取りに
くい要因や連携が出来ない理由についての報告があ
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り６）７）、連携やネットワークが良好に行えていないこ
とが推察できる。
　そこで本研究では、市町の母子保健活動を担当して
いる保健師が、福祉等の他部署及び保育所・小学校等
の多職種との連携及び連携を継続するためのネット
ワークにおいて、どのように良好な連携をとり、又有
機的なネットワーク活動をどのように行っているかを
明らかにすることを目的にした。

Ⅱ．方　法
＜用語の定義＞
連携：�地域看護職がよりよい課題解決と効果的な地域

看護実践のために、関係機関やグループ・組
織、あるいは他職種、コミュニティメンバーな
どと共通の目的をもち、情報の共有を図り、協
力し合い活動することである８）。

協働：�異なる主体が地域や社会の課題を解決するため
に、それぞれの特性を生かしながら対等の立場
で協力し、協力して働くことをいう９）。

ネット�ワーク：人と人、集団と集団、組織と組織が知
り合い、有機的につながることである10）。

１�．調査対象：Ａ県内の母子の健康課題解決のため
に、保健・福祉・教育・医療などの連携およびネッ
トワークを構築して活動している市町の保健部署に
所属する保健師３名と福祉部署に所属する教育主事
１名、心理療法士１名、保健師１名である。

２�．調査方法：市町の母子保健活動において、保健・
医療・福祉・教育分野の多職種と連携を行っている
保健師に、連携の具体的な活動、連携することで子
どもの支援につながり継続されていくためのネット
ワークの活動について聞き取り調査を行った。

　�　調査の実施は、母子保健を担当している保健師や
福祉部署の教育主事、心理療法士、保健師に、「子
育て支援センター・保育所・学校との多職種間連携
や協働について」や、「子育て支援センター・保育
所・学校とのネットワーク」について40～60分聞き
取りを行った。

　調査期間：平成22年９月２日〜９月14日

４．倫理的配慮
　母子保健担当課（室）の長に研究目的、調査内容に

ついて説明し、担当保健師の協力が得られるよう依頼
し調査への同意を得た。担当課（室）長から紹介され
た保健師に、研究目的、調査内容について説明し、協
力者の個人情報に関する内容、連携先についての情報
は本研究以外には一切使用しないこと、聞き取り内容
を録音したものは研究終了時に破棄すること、本研究
への協力は自由であること、結果の公表等について書
面にて説明し、文書にて同意を得た。

Ⅲ．結　果
１．市町の概要
　表１に示した。

　表１　対象市町の概要

Ａ
人口：46,539人（2010年８月）、出生率：8.12　出
生数：317（2010年）、保育所数：15園、幼稚園
数：１園、小学校数：15校

Ｂ
人口：50,864人（2010年８月）、出生率：7.84 出生
数：400（2010年）、保育所数：13園、幼稚園数：
６園、小学校数：11校

Ｃ
人口：22,793人（2010年８月）、出生率：9.15　出
生数：209（2010年）、保育所数：３園、幼稚園
数：５園、小学校数：６校

２．結　果
１）母子保健活動の支援における連携
⑴　連携の形成
　連携が形成できた要素は、母子保健を担当する保健
師と保育所の保育士が、子どもの発達障がいや虐待等
の健康問題をもつ母子に対する支援活動の中で連携の
必要性を強く感じたり、住民側が障がい児への療育支
援をしてほしいとの強いニーズがあった事、保健師が
虐待支援活動したことであった。
　連携した活動の内容は、発達障害児支援、子育て支
援、虐待に対する支援、不登校児支援、非行等の問題
をもつ母子に対する支援であった。
　連携を形成した組織・会議及び各職種間の連携の取
り方は、組織的な連携と職種間の連携の両面で行って
いた。組織的な連携は、母子保健事業に関係する部署
や機関との定期的な会議やケース検討会、就学前の学
校への情報提供や就学指導委員会、特別支援教育連絡
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協議会への参画、ネットワーク代表者会議等であっ
た。
　職種間の連携は、情報交換や母子への支援場面にお
いて各職種の情報の解釈や説明をして、お互いにフォ
ローし合う、各職場を訪問し幼児や児童の保育所や学
校での行動などを把握するであった。
　連携を形成・継続するには、各関係機関・関係職種
間で、お互いの業務内容や役割を理解する事、相互の
関係について信頼関係を築き人間関係を良好に保つ、
情報の共有化、相互にフォローすることや支援の過程
で検討会やカンファレンス等でお互いに学ぶこと、保
護者や子どの理解を得る事等であった。
⑵　連携の成果
　活動の担当者側の成果は、保護者や児との信頼関係
が深まる、母子の健康問題について共有し、医療・栄
養・福祉・教育等其々の専門的立場からアドバイスが
できる、一つの職種では解決できなかった事が解決で
きるようになった、母子の健康問題を理解する上で、
多職種が参加してケース会議やカンファレンスを行う
事でスタッフの価値観や固定的概念の気づきやスキル
が向上する、登校拒否の児童に学校の立場からは「辛
いなら学校にこなくてもいい」という助言はしにくい
が連携することで他部署から伝える事ができる、他事
業の連携もしやすくなった、保健・福祉行政に携わる
職員の士気が上昇した等であった。
　住民側の成果は、保育所や幼稚園入園、小学校入学
前に連携することで児が保育所、小学校での生活をス
ムーズに送ることができるようになった。子どもが落
ち着けば、保護者も落ち着き、保護者が落ち着けばさ
らに児が落ち着くという循環が生じた。それぞれの
ケースについて、児が学校に行けるようになったこと
や保護者は子育ての困難さを理解してくれる人が出
来、安心して子育てが出来るようになった等の変化が
現れた。
２）母子保健活動におけるネットワーク
⑴　ネットワーク形成時の困難と乗り越え方
　形成時の困難は、①他の事業・業務もあるため各関
係者が一同に会う時間がとれなかった、②保健・福
祉・教育・医療等に関わる従事者の連携であったた
め、お互いの仕事内容がわからなかった、③医療（医
師）との連携の難しさであった。
　困難の乗り越え方は、①「時間がない」について、

業務時間外の仕事や会議を行う事について、ネット
ワークの目的、立ち上げの必要性を理解してくれる上
司がいた。時間がなくても進めていく必要性を担当者
全員が強く感じたため時間外に仕事・会議を行った。
その結果必要性への理解が深まり、多職種が集まりを
優先するようになり、また関係職種で役割分担を行
い、効率の良い活動をすることができた。
　②「お互いの仕事内容がわからない」は、お互いの
仕事内容について、どのような活動をしているかをま
とめた。何度も現場（保育所・学校・幼稚園等）に足
を運び、関係職種の困りごととは何かを具体的に把握
し、お互いの仕事内容を理解し、各職種の言語を統一
した。保健師は、住民の代表者との意見の食い違いに
ついて、自分の考えが一番正しいと思わず、そのこと
を客観的に捉えるようにした。③医療との連携は、地
域で顔がきく小児科医にシステムが出来た早々に依頼
して、スーパーバィザーとして迎え、現在も支えとな
る存在になった。
⑵　ネットワーク発足時のキーパーソン
　キーパーソンは、メンバー全員が同じレベルの意識
があり全メンバーがキーパーソンであった場合と、連
携のかなめである長がキーパーソンの場合と、地域は
保健師及び児童民生委員の代表であり、学校は養護教
諭の場合等と市町により異なった。
⑶　ネットワークにおける各機関及び各職種間の関わ
り方
　関わり方は、保健・福祉行政の担当者、住民、心理
療法士・医師等の３者が膝を詰めた話し合いをして出
来た協働を大切にした。各職種の背景であるお互いの
風土や文化・言語・価値観の共有、基盤づくりを丁寧
にし、普段の活動の人脈を大切にする、住民や連携先
に「ネットワークの関係機関に相談したらきっと解決
してくれる」という信頼を持ってもらう事等であっ
た。
⑷　ネットワーク活性の関わり方
　他機関につなぐ際は、情報の提供をする場合に健診
時・健診後のフォロー教室や育児相談・家庭訪問時に
得られた事、例えば多動の児が落ち着く場所、児の好
きな事等保育園や学校での対応における支援や関わり
に繋げられるように情報を提供する。又、各職種が、
母親からの困り事の相談に対応する際にはお互いがお
互いの役割についてフォローをし合う。学校関係の教
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育主事、保育所関係の保育士、保健・医療関係の心理
療法士・保健師等専門多職種からなる連携システムの
要の部署がある事、形成の発足時のキーパーソンの存
在が独裁者になると視野が狭くなるので形成後はス
タッフ全員がリーダー的存在となること、実際の活動
における些細な疑問でも集まって協議する、異動で変
わった人は業務内容・役割・連携・ネットワークにつ
いて勉強するのはもちろんであるが周囲の人がその人
をサポートすることが大事であった。
⑸　ネットワークの成果
　多職種の役割の明確化、ネットワーク基盤が形成さ
れ発達障がい・虐待支援以外の内容についても連携し
やすくなった、多職種の背景である風土や文化・言語
を伝え合うことができる、困難さを持っている住民を
たらい回しにする事はなくなった、システム化されて
いるので担当者が変わっても同じ連携ができる、保健
師・保育士・教諭自身が必要性を感じているため行政
と学校の縦割りの壁を感じる事なく連携できる、あら
たな連携職種（担任の教諭）の確保等であった。

Ⅳ．考　察
１）保健師活動における連携の状況
　筒井が全国市区町村の保健師13,024人を対象に保育
所及び学校との「連携」の実態について調査している
が、その結果専門機関別にみると保健師は保育所と
73.6％、学校と57.9％、連携していた。
　また、専門職種別でみると、保育士と72.4％、養護
教諭・学校教諭と57.3％、臨床心理士と65.7％、民生
委員と86.1％、保健師は連携を行っていた11）。
　養護教諭との連携内容について、津村の調査によ
ると保健師は「喫煙防止教室」、「薬物乱用予防教
室」、「思春期教室」、「性教育」など疾病予防や健
康増進に向けた活動を行っていた12）。
　上村は、保健師活動における他機関との連携状況の
課題について調査し、行政保健師が連携を取りにくい
要因は「それぞれ抱えている情報を共有する時間がな
い」、「それぞれの機関で指示系統が異なり、連絡・
調整に手間がかかる」があると報告している13）。中北
は、連携できない理由に「相手と話す機会がない」、
「行政組織の違いにより無理である」、「多忙な中で
時間があわない」をあげている14）。
　今回の研究結果でも連携及びネットワークづくりの

困難要因に「他の事業もあり時間がなかった」、「多
職種間の日程調整が難しい」、「時間がない」が挙
がっていた。がそれを乗り越えられたのは、保健・福
祉・教育の各担当者が、発達障がい児支援や虐待児支
援が必要であるという共通の目的への強い思いがあっ
たとしている。その強い思いが、時間外に会議を行う
事につながり、職場組織の側面からいえば上司の連携
形成に対する理解があり、時間外の業務や会議を行え
たとしている。福永は、連携を進めるにあたって最も
強力な要素は、問題の共有、目的の共有化を挙げてい
る15）。　　
　山田16）と大槻17）の報告でも、地域の問題を解決した
い、何とかしたいという「保健師の問題意識と熱意」
が重要であると述べている。
　職種間において良好な連携を行うには、対象の問題
解決をしたいとの強い思いや目的共有化のプロセスが
必然であることが明らかになった。
　上村の連携が取りにくい要因として「時間」以外に
は、「お互いの仕事内容や役割、事業についての理解
不足がある」、「専門職種間の価値観の違いから、問
題の取り扱いが異なる」、「事業の中でそれぞれの役
割や責任の所在が不明確である」を挙げている13）。斎
藤も「連携先の他機関の知識不足」、連携を開始して
からの実際的問題として「役割分担の認識不足」をあ
げている18）。
　今回の研究でも、「お互いの活動内容がわからな
かった」、「保健・福祉・教育・医療の連携であり、
お互いの仕事内容が分からない」、「使っている言語
の概念や認識に相違があり、理解し合えない」、「事
例にたいする認識、意識の食い違いがある」が困難要
因であった。
　今回、その困難を乗り越えた具体的な対応は、お互
いの所属課がどのような活動をしているかをまとめ
た。連携を実際に行うようになった時点で、再度この
まとめを取り出し、認識を深めた。悩みを解決するた
めに何度も保育園や学校に足を運び、困り事の具体的
な内容を把握し、お互いの仕事内容を理解した。相談
の事例をとおしてそれぞれの職種の言語を統一した等
であった。
　この点について福永は、連携は異文化の接点である
ことが多く、一種の異文化交流であり、お互いに使う
用語にも相違があると述べている15）。
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　人は自分の育った文化や価値観で物事を判断しがち
であるが、良好な連携を行うためには担当者同士がお
互いのバイヤスに気づき相互理解に努める事が大切で
あることが明らかになった。
　斎藤は役割分担について、連携の取り方の実際を確
認する必要があるとしている18）。今回の結果からも、
どのような場面でどのように協働するのか、連携とは
実際どのように行われるのか等同じ認識をもった場合
に良い連携が行われていた。
　今回の３事例で連携の形成時に共通していたのは、
一つ目は、「人と人との繋がり」を重要視していたこ
とである。　具体的には「信頼関係を築く」、「お互
いがお互いのフォローをする」、「情報を相互に提
供する過程で、提供する方が多くなるように心がけ
る」、「役割分担を明確にする」、「お互いを理解し
あう」などである。
　連携の取り方について朴は、ネットワークを形成す
るネットワーカーは、ある時には結節点（網の結び
目）としての役割を果たし、またある時はリンクとし
ての役割を果たしていると述べている19）。また、山住
は、同じようにKnot（結び目）を重視し、「ネット
ワーキング」よりも自由度が高く、臨機応変に柔軟
に活動の糸を結び合わせ、ほどき、ふたたび結び合
わせるようなつながり方を「ノットワーキングKnot 
working」として提唱している20）。
　今回の３例からいえばが「人と人の繋がり」が普段
の連携活動によって形成され、メンバーたちが価値観
や情報を共有することによってがっちり結ばれる連携
の実際が明らかになったといえる。また今回の事例に
もあったように連携には、あらたな連携先につなげ、
ネットワークを拡大していくという特性があるといえ
る。
２）連携の成果
　「人と人との繋がり」を重視した連携を継続してい
くうちに３例ともに成果が表れていた。その中で「連
携することによって、自分たちだけではできない対応
方法をとることができた」という共通する点があっ
た。お互いを信頼できているからこそ、お互いがお互
いの役割をフォローし合うことができ、ダイナミック
な活動ができると考えられる。
　また、連携を継続するうちに、保護者の理解が深ま
り「連携をしてもらうために子どもの情報開示をした

方がよい」との声が保護者間に口こみで広がっていた
り、時には住民からの報告があり虐待を発見し、支援
に繋げたりと、保健師と住民との一体感を感じる活動
がされていた。そこには活動が住民に浸透し、定着し
ているということ、連携の効果を住民自身が実感して
いることがある。これについて石井は、保育所・学校
との連携での母子保健活動の地区活動は、保育所で提
供されるサービスの質の向上や就学に向けた適切な指
導が行われることで、子どもがうける教育条件を整え
ていたと報告している21）。
　したがって、今回の結果から良好な連携活動は、健
康課題をかかえる対象者のＱＯＬ向上に繋がるといえ
る。効果的な活動は保健師やその他の職員だけでは成
立せず、むしろ住民の健康やＱＯＬ向上のための活動
であり、住民自身が主体的に活動するものである。こ
のことは公衆衛生的見地からいえば、ヘルスプロモー
ションの視点であり、住民は潜在能力を有していて、
それを引き出す立場に保健師はいることができていた
といえる。
３）ネットワークの構築
　ネットワークは、管理者等上司からの指示ではな
く、すなわち行政の従来の官僚的組織的な縦割り業務
や上位下達の仕事の仕方ではなく、各担当者が必要性
を感じて自主的、主体的、自律的に活動していた。ま
た、この姿勢が連携の形成時の困難な事態に対して自
主的・主体的・自律的に行動し課題の解決になってい
た。　　　
　朴は、ネットワークの諸性格について、欠けてはな
らない中枢性格として自律性、目的・価値の共有・共
感、分権性を挙げている19）。
　すなわち、今回の事例でも強制や義務ではなく自主
的な個々人が自律的に行動しており、共有している目
的を達成するために、各担当者が協働していた。形成
時から各担当者全員がキーパーソンであり、ネット
ワーク化後は、スタッフ全員がキーパソンであるとい
う考え方はネットワークの分権性の重要な性格である
といえる。これについて朴も「ネットワークは分権的
なシステムであるので、構成員の誰でもリーダーにな
れるし、リーダーはファシリテーターであり、その関
係はパートナーシップである」と述べている19）。
４）ネットワーク活性化の関わり方
　ネットワークは活性化してこそ、地域の健康課題解
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決に取り組むことができる。
　ネットワークのメンバーである各関係職種は、多様
な価値や個性を尊重し、常に変更可能なプロセスを重
視している。したがって、ネットワークでは多くの見
解と観点がありうる。ここから、ダイナミックな関係
が形成される一方、意見の対立や葛藤も起こりうる。
しかし、ネットワークでは、このような異なった意見
が生じると、それを取り除くより、むしろ、それを有
用に活かす方法を探し、また異なった意見は組織発展
や創造性の発揮に生かされていた。
　ネットワークは行政担当関係職・住民・保健医療の
専門家の３者が、ひざを詰めた話し合いの上できた、
『協働の成果』であった、すなわち朴のいう「コミュ
ニケーション的組織」の要素を多く含んでいた19）。
５）ネットワークの成果
伊勢は、特別支援教育における発達障がい児支援のた
めに、保育所・幼稚園・小学校間の連携に、新生児期
から幼児期までの母子を対象に活動している市町村保
健センターの保健師、就学時健診や相談などを行って
いる市町村の教育委員会との連携を構築することが重
要であると述べている22）。
　幼児健診後、発達支援が必要と考えられる児には継
続支援として、フォーロー教室や育児相談、家庭訪
問、言語相談、発達相談等の支援が就学時前まで行な
われる。その支援内容や児の発育・発達の状況に関す
る情報は、保育所・幼稚園入園時、入園後や小学校入
学・入学後に情報が共有されることで、保育所・幼稚
園入園後及び、小学校入学後の学習や生活指導に生か
されること、またそれにより保護者が情報の開示を積
極的に受け入れてくれるようになっていた。
　またこれ以外の成果として、発達障害児・虐待の支
援等以外の業務内容についても連携がとりやすくなっ
ていた。以前のように困難事例の住民をたらい回しす
る事はなくなった。保健師・保育士・教諭が行政や学
校の間に縦割りの壁を感じることなく連携ができるよ
うになった。事例の困った行動や障害の特徴に対する
考え方などを児の個性として共有すること、関係者の
教育背景や業務内容の相違から生じる言語を共通言語
化することができるようになった、母親や児に対して
より適切な支援が行えるようになった。ネットワーク
により、住民からも各関係機関・関係者が、安心して
相談し、解決してくれる組織であると信頼してくれる

ようになった。連携・ネットワークは、関係機関・関
係職種が共通の目的をもち、情報の共有をはかり、協
働することで地域住民の健康課題の解決につながって
いた。

Ⅴ．結　論
　行政組織における保健師活動では、連携およびネッ
トワーク活動が、行いにくい実態がある。このような
状況であっても連携およびネットワーク活動を行える
ことが３事例から明らかになった。すわわち、関係職
種の「問題をなんとか解決したい」との強い思いで話
し合う過程で、目的の共有化がなされ、連携が形成さ
れ、活動する過程で起こる様々な困難要因を乗り越え
る過程でネットワークの構築がされていた。その結
果、健康課題を抱える住民に対して適切な支援が行え
ていた。

Ⅵ．本研究の限界と課題
　本研究は、３事例からの母子保健支援の視点からの
検討であるため多事例の検討を要す、また高齢者支援
や他の健康問題においても同じプロセスで連携の形
成・ネットワーク構築されるかを検討する必要があ
る。
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　資料１－１　連携およびネットワークに関する調査結果

連携の形成

連携形成の
要素

年々発達相談の件数が増え、保健部署、福祉課、教育員会がそれぞれの活動の中で、発達障害
児支援の必要性を強く感じていた。この３つの部署が中心となった。

平成16年に企業が進出し工場が出来、住民の転入・転出に伴い、子どもの健康課題を抱える家
庭が増え、「療育が出来る部署を作ってほしい」というニーズに応えてコーディネートができ
る部署を設置した。

子どもの発達や家庭環境等の健康問題で保健師が保育所・幼稚園・小学校・中学校に出向き、
関係者と情報の共有化を図り、子どもや家族支援のために必然的に動いたのが始まりである。

連携の内容

発達障害児支援（チャイルドサポート事業）

発達障害児支援（特別支援教育）、子育て支援、虐待に対する支援、不登校児支援。非行等子
どもや保護者に対する支援全般

虐待に対する支援

連携の方法

＊組織的な連携：幼児健診担当課と子育て福祉部署、保育所との定期的な会議、ケース検討
会、児の就学前情報を学校に提供し、支援が継続されるようにする。就学指導委員会の見直
し、特別支援教育連絡協議会への参画
ネットワーク代表者会議
＊職種間の連携：こまめな情報交換、情報の共有、お互いの支援内容や役割についてのフォ
ロー、相互の職場訪問

連携の関わ
り方

役割分担を明確にする②信頼関係を築く③情報を相互に提供する過程で、
提供する方が多くなるように心がける。④お互いがお互いのフォローをする

保護者に同意を得て連携するメリットを理解してもらえるようにする。②
情報の共有化③情報をこどものために有効利用する。④保護者や子どもと直接面接する⑤人と
人のつながりを重要視し、人間関係を良好に保つ⑥保護者と学校が良好な関係を保てるよう
に、学校のフォローをする⑦研修会

人と人のつながりを重視し、信頼関係づくりに努める②お互いに学んでい
こうという謙虚な姿勢。③お互いの業務内容を理解する

連携の成果

担当者側

実務担当者同士がフォローし合った結果、母親に的確な助言・支援ができ、
信頼関係が深かまった。②栄養士と連携することによって、子ども支援室のスタッフや母親に
専門的なアドバイスができるようになった。③障害は特別視するのではなく、単なる個性であ
ると障害の概念が変化した。④発達障害児支援の連携の基礎ができているため、他事業の連携
もしやすくなった。

いじめが原因で不登校になった子どもに対して「学校に無理に行かなくても良い」等と伝え、
他部署は学校ができない対応をとることができる。②ケース検討会やカンファレンスの中でス
タッフのスキルが向上し、子どもに良い影響を与えることができる。③教育委員会の人材がい
るため、学校に対して専門的な意見を伝えることができるようになった。④連携することで、
一つの職種では解決できなかったことが解決できるようになった。④この結果、職員の士気が
さらにあがった。

住民側

入園、入学前にしっかり連携することにより、児が保育所・学校生活をス
ムーズに送ることができるようになった。②子どもが落ち着けば、親も落ち着き、親が落ち着
けばさらに子どもが落ち着く。

それぞれのケースに対して保護者・子どもの変化があった。（学校に行けるようになった。子
育ての困難さを理解してくれる人がいるという事等）

いつテレビで取り上げられてもおかしくないようなケースでも、なんとか地域で生活できてい
ること。
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　資料１－２　連携およびネットワークに関する調査結果

ネットワー
クの形成

ネットワーク形
成の背景

①　�連携が始まると同時に、各担当部署、関係機関とのネットワークを形成した。
②　�待のケースが年々増えてきて、保健師だけでは解決できなくなり、他領域と連携する

必要があったため、研修会等でネットワークを介して情報を共有する必要性の意思統
一がされた。

形成時の困難と
乗り越え方

①　他の事業・業務もあるため、時間がとれなかった。
②　�保健・福祉・教育・医療の連携ということで、お互いの仕事の内容がわからなかっ

た。
③　医療との連携の難しさ

①�　時間外で働くことを認めてくれる上司がいた。多職種の日程調整は、時間がなくても
進めていかなければという必要性を全員が強く感じていたため時間外でも行った。その
結果、必要性の理解が深まり、教諭や保護者も集まりを優先するようになり一度の説明
で済むようになり、効率の良い活動をすることができた。関係職員間で仕事の役割分担
を行い、必要な集まりの時は都合をつけられるようにした。今行っている業務の必要性
を見直し、本当に必要な業務を効率良く進めていけるようにした。

②�　それで悩みを解決するために、何度も現場（学校・保育所・幼稚園等）に足を運ん
だ。保育士・教諭の困り事とは具体的にはどのようなものかを把握し、お互いの仕事内
容を理解した。また、母子への相談の場を通して、それぞれの職種の言語を統一した。
お互いの活動内容がわからなかったので、それぞれの課がどのような活動をしているか
をまとめた。

　　�実務者である保健師と代表者との意識の食い違いについては、自分が考えている事が
一番正しいと思わずに客観的に見るようにした。

③�　医療との連携：地域で顔がきく小児科医にシステムが出来た早々依頼し、スーパーバ
イザーとして迎えた。現在も支えとなる存在である。

ネットワークの
キーパーソン

①�　メンバー全員が同じレベルの意識を持っていたため、メンバー全員がキーパーソンで
あった。

②　専門監（臨床心理士）③保健行政：保健師、民生児童委員の代表。
③　地域：保健師、民生児童委員の代表、学校：養護教諭

ネットワークの
関わり方

①�　保健・福祉行政担当者・住民・心理療法士・医師等の３者が膝を詰めた話し合いの
上、出来た「協働」が大切である。

②�　々の事例を大切に関わると、システムは自ずと見えてくる。
③�　「ここに相談したらきっと解決してくれるはずだ」という信頼を持ってもらう事。住

民だけでなく、連携相手にも効果を実感してもらう事で、連携が繋がり、ネットワーク
が維持される。

④�　お互いの背景となる風土や文化、価値観、言語の理解と共有。
⑤　基盤づくりを丁寧にする事。普段の活動の中での人脈が大切。

ネットワー
クの活性

活 性 化 の キ ー
パーソン

①　形成時と同じメンバー全員。
②　スタッフ全員
③　地域保健：民生児童委員、学校保健：養護教諭、事例により校長

活性化の関わり
方

①�　多機関につなぐ際には、職種間の連携の部分をしっかりする。例えば、情報の提供を
する場合には、健診受診時の内容、健診後フォロー時の教室、相談時の児の行動・反
応・発達の様子などの伝えて、園や学校での支援や関わり方につなげる。

②　お互いのフォローをし合う

①�　連携をとり、とぎれない支援を高める。
②　保護者と学校の関係を損ねないように、学校のフォローをする
③　専門多職種からなる連携システムが独立した部署になっているという事。
④�　起動時の原動力となったキーパーソンが独裁者になると視野の狭い活動となるため、

形成後はスタッフ全員が引っ張る存在となる。
⑤�　どんな小さな内容でも集まって協議を重ねる事。
⑥�　たとえ人事異動があったとしても、最初はもちろん業務内容や役割、連携・ネット

ワーク組織等について、勉強しなくてはならないが、その時に周囲の人がその人をサ
ポートする。引継ぎが重要。

ネットワー
クの成果

住民側・担当者
側の成果

①　役割の明確化。
②�　ネットワークの基盤が既に出来ているため、発達障害支援以外の業務内容についても

連携しやすくなった。

①�　同じ所属課にそれぞれの専門職がいるため、お互いの風土や文化、言語を伝え合う事
ができる。

②�　以前のように、困難さを持っている住民をたらい回しする事はなくなった。

①�　システム化されているため担当者が変わっても、同じ連携が継続できる。
②�　保健師・保育士・教諭自身が必要性を感じているため行政と学校の間に縦割りの壁を

感じることなく連携できるようになった。
③　新たなマンパワー（担任の先生）を確保できるようになった。
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